第1の項目
　「教職員の評価・育成システム」の評価結果の給与等への反映については、平成１９年度から前年度の評価結果を昇給及び勤勉手当に反映しています。
　また、皆さま方との協議を踏まえ、平成２４年度からは上位評価の昇給への反映を廃止するとともに、勤勉手当については配分原資を１回あたり０．０３月とし、より勤務成績が反映できるよう成績率を見直したところですので、ご理解頂きますよう、お願いします。
第2の項目
平成２５年度から生徒又は保護者による授業アンケートを踏まえた教員評価を本格実施いたしました。
　平成２８年６月に公表した平成２７年度評価結果については、平成２６年度と殆ど変化はみられませんでした。成績率については、再任用職員を除く上位評価者の勤勉手当の成績率が増加しました。
　また、生徒又は保護者による授業アンケート結果を踏まえた教員評価の新たな仕組みについては、平成２６年８月に検証し、その結果を踏まえたシステムの改定を行い、平成２７年度から実施しているところです。

　また、平成２８年１１月には、このシステム改定による効果検証を行い、その結果を公表したところです。

　システムの運用状況の確認を行うため、毎年度、府立学校、市町村教育委員会を対象とした調査を行っていますが、これに加えて、来年度は教職員の直接的な意見を汲み取るため教職員アンケートの実施に向けて予算要求を行っているところです。
　引き続き、「教職員の評価・育成システム」がより良い制度となるよう、必要に応じて充実・改善を図ってまいります。
第3の項目
育児に係る部分休業の代替については、制度として代替措置を講ずることは困難ですので、ご理解願いたい。
第4の項目
　病気休暇等により講師が必要となった場合には、これまでも校長・准校長と協力し、講
師の確保に努めてきたところ。

　教職員人事課としては、校長・准校長から、候補者が見つからないとの申し出を受けた
案件について、講師登録者の中から、任用のない（空いている）講師の掘り起しを行い、

個別に電話連絡を入れるなど、協力を行っている。

　今後も、講師登録者を確保するため、①府や市町村関係施設、ハローワークなどにおけ
る講師募集ポスターの掲示やチラシの配布、②教員養成課程を有する大学に出向いての講
師登録の受付、③教員採用選考テスト会場でのＰＲなど、様々な対策を継続的に行ってま
いりたい。

第5の項目
校務処理システム及び学校情報ネットワークともに、全校への整備及び円滑な運用のた
め、電話及びメールによるサポート窓口を開設するとともに、必要に応じて個別対応や訪問対応を行うことで、ネットワーク管理者に対する支援を行っているところ。

　教職員のＶＤＴ作業については、府立学校安全衛生協議会の専門部会である健康対策部
会において検討を行い、「大阪府立学校ＶＤＴ作業における労働衛生管理のためのガイドラ
イン」（平成16年７月30日付け）を策定して府立学校に通知するとともに、ＶＤＴ作業従
事者に対する適正な労働衛生管理に努めるよう指導しているところ。
第6の項目

障がいを有する教職員に関しては、当該教職員が勤務する学校において、本人の状況やニーズを把握し、本人に対する校内の協力体制を確保することなどにより、対処いただいているところです。府教育庁としても、学校長を通じて個々人の状況やニーズ等を的確に把握し、当該教職員が十分にその能力を発揮できるよう努めてまいります。
なお、ご要求の障がいのある教職員に対する「合理的配慮」に関しては、障害者の雇用の促進等に関する法律等を踏まえ、今後とも適切に対応してまいります。
府立学校における障がいのある教職員への配慮のための施設整備につきましては、学校からの要望をお聞きし、関係課と連携しながら予算の範囲内でできる限りの対応に努めてまいります。

校内駐車については、教育長通達により、交通事故防止等の観点から原則禁止としております。
しかしながら、身体に障がいがあることを理由に自動車通勤が認められている職員については、自動車通勤を認めている理由等を踏まえ、例外的措置として校内駐車を認めることができるとしております。
第7の項目

腰痛予防検診については、支援学校に勤務する教職員を対象に実施しており、身体介助が必要な生徒のいるすべての府立学校へ拡大することは困難ですが、腰痛予防・悪化防止を目的に公立学校共済組合が実施している「腰痛予防講座巡回講師派遣事業」は、すべての府立学校に勤務する組合員の利用が可能です。

　また、公立学校共済組合では、所属所単位で実施する「腰痛予防講座巡回講師派遣事業」に加え、28年度は組合員個人が受講できる会場型の講座を冬季休業中に開催する予定です。「腰痛予防講座巡回講師派遣事業」と同様にすべての府立学校に勤務する組合員の利用が可能です。

「腰痛予防講座巡回講師派遣事業」等については、みなさま方からいただいたご意見を公立学校共済組合にお伝えするなど、連携してより良い事業となるよう努めてまいります。
第8の項目

臨時的任用職員の初任給の上限については、これまでも所要の改善を図ってきたところでございます。
臨時講師についても、平成26年度から教育職給料表１級の上限を引き上げる改善を行ったところであり、今後とも他府県の状況や府の財政状況等を踏まえつつ、適切な対応に努めてまいりたいと存じます。
教育職給料表の２級は教諭の職務の級とされており、臨時講師に適用することは困難でございます。
第9の項目

府教委におきましては、学校図書館の円滑な運営体制の構築を指示する「学校図書館運営体制の基本的方針」や、学校図書館の役割、業務マニュアルなどを示す「学校図書館活性化ガイドライン」を策定し、すべての府立学校に配置している司書教諭を中心に、全教職員の協力のもとに、学校図書館機能の維持に努めているところです。
平成23年度から、図書館業務の主担者に対する軽減措置として非常勤講師時数の配当を行っているところですが、今後とも、学校の状況の的確な把握に努め、学校運営に支障が生じることのないよう努めてまいります。
第10の項目

非常勤講師の報酬単価については、勤務実績に応じた報酬となるよう改正したところでございます。
今後とも府の財政状況等を踏まえつつ、国や他府県の状況等も見極めながら、適切な対応に努めてまいりたいと存じます。
NETは語学指導を行う、高い専門性を有するネイティブ英語指導員であるため、「一般職」ではなく、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第３条第３項第３号に規定する「特別職」にあたります。そのため、大阪府立学校一般職非常勤補助員の休暇の取扱要綱（平成28年３月31日　教委職企第2313号）における第３条育児休業についての制度は適用されません。
第11の項目

本年の人事委員会から勧告のあった給料表につきましては、平成２９年１月より改定す
ることといたします。

　なお、臨時的任用職員である支援学校の常勤看護師につきましては、来年２月における
較差相当額に係る所要の調整は実施しないことといたします。

　期末・勤勉手当につきましては、人事委員会勧告のとおり平成２８年度より年間０.１月
分を引き上げ、その割り振りは、勤勉手当について、６月及び１２月に支給される月数を
それぞれ０.０５月分引上げ、０.８５月分といたします。
第12の項目
府教育委員会においては、大阪府立学校職員安全衛生管理規程に基づき、大阪府立学校安全衛生協議会を設置し、教職員の安全及び健康を確保し、快適な職場環境を実現するために、様々な協議を重ねてまいりました。
同協議会に「健康対策部会」「腰痛・頸肩腕症部会」の専門部会を設置し、平成27年
度からは、健康対策部会に職員の長時間労働による健康障がいの防止に向けた課題を検討するための「長時間労働健康障がい防止委員会」を設置し、職員健康診断や安全衛生委員会の活性化などの具体的な個別の課題について、検討してきたところです。

　同協議会における協議を踏まえ、校長・准校長を対象とする府立学校安全衛生管理者研修会で、安全衛生委員会の開催促進と活性化を働きかけています。

　また、「長時間にわたる労働による労働者の健康障害の防止を図るための対策の樹立に
関すること」は、労働安全衛生規則が定める付議事項であることを、かねてより周知し
ているところです。

　今後とも、各校での安全衛生委員会活動を通じて、快適な職場環境の形成や教職員の健康の保持増進が図られるよう、取り組んでまいります。

第13の項目
精神疾患により、休職している教員が復職する際の人的措置につきましては、教員の
職務が授業をはじめ児童生徒への指導を単独で行うことが基本であるとの特殊性を踏まえ、児童生徒へ影響を及ぼさないように措置するもので、校長に周知しているところです。

　病気休業から職場復帰後のフォローアップの内容をまとめた「こころの健康づくり～
大阪府立学校職場復帰支援プログラム～」を平成19年度に策定し、組織的・計画的にメ
ンタルヘルス対策の推進に努めてまいりました。

本プログラムについては、これまでから適宜改訂を加えてきたところですが、昨年度
のストレスチェック制度の法改正や公立学校共済組合による大阪メンタルヘルス総合センターの設置など、メンタルヘルス向上の環境整備が図られたことに関連して、平成28年12月に一部改訂したところです。

　精神疾患による休職者への職場復帰支援については、教員を対象とした職復帰支援事
業を近畿中央病院で年間2クール実施しているところです。

　府立学校の校長・准校長を対象とする府立学校安全衛生管理者研修会等では、管理職に
よるケアの充実に資する講演等を実施しているところです。

　なお、公立学校共済組合大阪支部では、平成27年9月より「大阪メンタルヘルス総合
センター」を設置し、相談事業や研修事業の実施など、教職員のためのメンタルサポー
トの充実を図っているところです。また、利用促進が図られるよう、広報・周知に努め
ているところです。

　今後とも共済組合との連携を密にし、教職員のためのメンタルヘルスサポートの充実
を図ってまいります。

第14の項目

　部活動は、生徒の自主性に基づいて成り立っており、教育的効果も大きいことから、指
導に携わる教職員への支援は重要であると認識しています。

　府立高等学校部活動検討委員会の提言を踏まえ、平成２４年８月に一部改正した「部
活動の位置づけ及び教職員の服務上の取扱いについて」を通知し、週休日等の活用につい
ては、学校週５日制の趣旨を踏まえ、望ましい活動日数・時間を検討し、計画的に実施す
ることが望ましいとしており、各学校において適切に運用されるよう「府立学校に対する
指示事項」にも記載しているところです。

また、専門的な指導に対する外部人材の活用は、部活動の活性化に大きな意義を持って
いると考えており、他府県の先進的な取組みについても、情報収集に努めたいと考えております。

　教員の負担軽減にかかる部活動の在り方については、今後、文部科学省が調査、研究後に策定する「運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」（仮称）の趣旨を踏まえ、適切に対応してまいります。
　教員が子どもたちと向き合い、触れ合う時間の確保に向けて、平成20年１月に「教職員
の業務負担軽減に関するプロジェクトチーム」を設置し、様々な角度から検討を行ってき
ました。

　平成24年度においては、大阪府教育委員会として検討すべき取り組み内容を「教職員の
業務負担軽減に関する報告書」にとりまとめ、プロジェクトチームとしての調査・検討を
終えたところです。

　この報告書に示されている「今後の取組み」について、教育庁の関係課が、課題解決に
向けた検討を行うとともに、その進捗管理を行ってまいります。

　また、これらの取組に加え、教職員の「働き方改革」や健康管理の観点から長時間勤務
の一層の縮減を図る必要があることから、各校の特色や状況に応じた縮減に向けた取組み
の促進や、勤務時間管理及び健康管理を徹底するとともに、教職員一人ひとりの意識改革
を推進することが重要であることから、平成２８年１２月２日には、多忙化解消に向けた
先進事例などを各府立学校校長・准校長あて紹介し、各学校の状況に応じた取り組みを促
したところです。

　また、同年12月7日発出の教育長通知「全校一斉退庁日及びノークラブデー（部活動休
養日）の実施について」において、実施状況は試行実施中及び完全実施後に調査を行うこ
ととし、その後の各校における状況については、原則として学校支援担当者による学校訪
問時に把握するものとしています。
　今後も、教職員の長時間勤務縮減に向けた対応をさらに進めてまいります。なお、具体
的な取り組みを進めるにあたり、勤務労働条件に関わる事項について所要の協議を行って
まいりたい。

第15の項目

高校生が関わる様々なトラブルや被害、問題行動等が連続して生起しており、その背景に、環境の変化を要因とする生徒たちの表面には現れない悩みや不安・ストレスが指摘されています。
府教育庁では、府立高校の教育相談機能の充実をめざし、「障がいのある生徒の高校生活支援事業」の中で、臨床心理士の資格を有するスクールカウンセラーを全ての府立高校に配置しております。
また、平成21年度より、臨床心理学等を専攻している大学院生の実習を府立高等学校で受け入れ、生徒の心のケアを支援しているところです。
今後も引き続き、活動報告書、事業調査等を通じて、活用状況、課題等を整理し、事業の効率的な運用に努めてまいります。
さらに生徒の困難な状況の背景には、心の問題とともに家庭等の厳しい状況もあり、平成２６年度から「キャリア教育支援体制整備事業」において、就職希望者の多い府立高校３２校に対して就職支援コーディネーターを配置し、うち６校にＳＳＷを配置しております。また、今年度より「様々な課題を抱える生徒の高校生活支援事業」において、様々な課題を抱える生徒が多く在籍する府立高校定時制の課程４校に対してＳＳＷを配置しております。
今後、各学校に配置しているスクールカウンセラーとの連携を促進する等の取組みの成果について、フォーラムなどの機会を通して共有してまいります。
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